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2024年度税制改正：所得税・個人

住民税の定額減税を実施！ 

 

 

２０２４年度税制改正の基本的な考え方は、

与党税制改正大綱によりますと、物価上昇を

上回る賃金上昇の実現を最優先の課題として

おり、所得税・個人住民税の定額減税を実施

し、賃金上昇と相まって、国民所得の伸びが

物価上昇を上回る状況をつくり、デフレマイン

ドの払拭と好循環の実現につなげていくとし

ております。 

 そして、２０２４年度税制改正の一つに所得

税・個人住民税の定額減税があります。 

 

 具体的には、納税者（合計所得金額１,８０５

万円超（給与収入のみの場合、給与収入２,０

００万円超に相当）の高額所得者については

対象外）及び配偶者を含めた扶養家族１人に

つき、２０２４年分の所得税３万円、２０２４年度

分の個人住民税１万円の減税を行うこととし、

２０２４年６月以降の源泉徴収・特別徴収等、

実務上できる限り速やかに実施されます。 

 また、所得税と住民税の納税額が減税額の４

万円に満たないケースでは、減税しきれない差

額を１万円単位の給付でまかなうとしておりま

す。 

住民税は納付しているものの、所得税は非

課税というケースでは、１世帯当たり１０万円が

給付されます。 

 そして、住民税も所得税も課税されていないケース

では、１世帯当たり７万円を給付し、物価高対策とし

て決定済みの３万円の給付金とあわせて、１世帯当

たり１０万円の負担軽減を行います。 

 所得税の定額減税は、２０２４年６月１日以降最初に

支払いを受ける給与等（賞与を含む）から、源泉徴収

されるべき所得税の額から特別控除相当額を控除し

ますが、控除しきれない分は翌月以降に繰り越して

順次控除します。 

 個人住民税は、２０２４年６月分は特別徴収をせず、

特別控除の額を控除した後の個人住民税の額の１１

分の１の額を７月から２０２５年５月まで１１ヵ月間、そ

れぞれの給与の支払いをする際毎月徴収されます。 

 例えば、４人家族で年間の住民税支払額が９．５万

円の場合、減税される４万円を控除した５．５万円が

住民税の支払総額となりますが、この５．５万円を１１

ヵ月で割った５千円が７月より毎月徴収されることにな

ります。 

 

 

 

 

 

船場経済倶楽部 

(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 
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